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経 営 管 理 権 集 積 計 画

備 考

乙が甲にDを
支払 うべき時
期、相手方及
び方法

別添 3参照

木材の販売による収益か ら伐採等
に要する経費を控除 してなお利益
がある場合において甲に支払われ
るべき金銭 (D)の額の算定方法

別 添 2参照

(所在地)

山口県岩国市今津町一 r目 14番 51号

(住所又は所在地)

経営管理権に基づい
て行われ る経営管理
の内容 (C)

別添 1参照

経営管理権
の存統期間

(終期 )

(B)

経営管理種を
設定した日を
含む年度の翌
年度の初日か
ら起算して10

年を経過する
日まで
(2035,3 31)

経営管理権
の始期

公晉の 日か ら

況
齢

現
林

(名 称)

岩国市長 福田 良彦

(氏名又

況
種

現
樹

ヒノキ

とノキ

積

ａ

面
ｈ

2.2599

0.1462

地 日

山林

山林

′lヽ班

35

25-6

林 班

1232

1232

イ選営管理権の設定を受ける市町
村 (乙 )

経営管理権を設定する森林の森
林所有者 (甲 )

地 番

10029-1

10029-3

所  在

岩国市下宇大容

岩国市下宇大容

理
号

整
番

乙が経営管理権の設定を受ける森林 (A)

番 号

1

2
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備考
同意印権原の種類

E

氏名又は名称住所又は所在地現況
林齢

42

42ヒノキ

魏
籐
ヒノキ

積

ａ

面
ｈ

212599

0。 1462

山林

山林

地 目

351232

林ラL

123210029-

10029-3

地番所  在

岩国市下字大谷

印

印

岩国市長 福田 良彦住

　

住
権利を設定する森林の森林所有者 (甲 )

所 (同上)

所 (同上)

この計画に同意する。

権利の設定を受ける市町村 (乙 )

1

2

(1) 事項は、 を設定する る場合には、 ること。

(2)共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定める場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付すること。また、森林所有者が

変更となつた場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付する と。

(3)(A)欄 の「面積Jは林地台帳に記載 された地番ごとの面積を記載することとし、林地台帳に記載された面積が著しく事実と相違する場合には、

実測面積を ( )書きで下段に 2段書きにする。なお、当該経営管理権集積計画の対象森林の場所を示す図面を添付する ととし、 1筆の一部

について経営管理権が設定される場合には当該部分を特定すテうことのできる図面を添付するとともに、備考襴にその旨を記載する と。

(4)(A)欄 の

すること。

(5)(B)欄 は、

「現況樹種」及び 「現況林齢」は森林簿に記載された内容を記載することとし、森林簿と異なる場合は ( )書きで下段に 2段書きに

「〇年」又は「OOttOOtt OO日 までJと 記載すること。
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2 共通事項

この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、 1の個別事項に定めるもののほか、次に定めるところによる。
(1)経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

乙は、 1の個別事項に記載された森林 (以下「当該森林」という。)の経営管理のため、 1の個別事項に定めるところにより立木の伐採及び木材の販売、造
林並びに保育 (以下「伐採等」という。)を実施 し、本材の販売による収益 (以下「販売収益」という。)を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する
経費を控除してなお利益がある場合にその一部を甲に支払 う事業を実施すること。

(2)受託者の義務

① 経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもつて経営管理を行 う義務を負 う。
② 経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受ける者 (以下「経営管理実施権者」という。 )

は甲に善管注意義務を負い、甲は、当該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対 して義務の履行を求めることができる。
また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計 l画に規定された報告徴収の権限の範囲内において、経営管理実施権者に対する監督責任
のみを負 う。

(3)経営管理権の対象とする森林

当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。
(4)経営管理権及び経営管理受益権の設定

この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権 (金銭の支払を受ける権利)が、それぞれ設定される。
乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の森林所有者となった者 (国 その他の森林経営管理法施行規則に定められた者を除く。)に

対しても、その効力があるものとする。

(5)租税公課の負担

甲は、経営管理権が設定された森林に対する固定資産税その他の租税を負担する。
(6)経営管理権の設定等の条件

① 乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取 り消すことができる。
ア 甲が偽 りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合
イ 甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合

② 乙は、災害その他の事由により当該森林において (1)に掲げる事項を実施することが著しく困難となったときは、気象災等により被害が発生して (9)
により復旧を行 う場合を除き、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。

③ 甲は、 1の個別事項に定める経営管理権の存統期間の中途において解約 しようとする場合は、乙の同意を得るものとする。
④ 甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更しないものとする。

(7)森林への立入 り及び施設の利用等

① 乙は、 (1)、 (14)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入 り、若 しくは乙以外の者を立ち入らせ、又は当該森赤に
設定された路網その他の施設を使用 し、若 しくは乙以外の者に使用させることができる。

② 乙は、 (1)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、又は乙以外の者に設置させることができる。
この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を行 うものとする。

③ 乙は、当該森林の立木が第二者に対して損害を及ぼすおそれがあると認める場合であつて、かつ第二者から当該立木について除去等を行いたい旨の申出が
ある場合には、第二者が当該立木について除去等を行 うことを認めることができる。

(8)甲 への通知

当該森林について販売収益が生じた場‐合、経営管理実施権が設定されないときには乙が (経営管理実施権が設定されるときには経営管理実施権者が)甲 に
対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知するものとする。
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(毯

毛ヨま旨言1島:Stt39春會3ξヨまζξB甘哲きさ
g督
尋慰き肇三岳彊岳:C号

室霰象泉た星砦手奪爆案個転よ与集黒属談憲得糠写客望蓄七と!零患色れを

③
 途警警雀葵絶真撃系色移寮a理を確毛撹堵、こ裂写竜柁歓!絲 ち

暮P常ご雪骸保険金の請求及び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、
空額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。

°°

為扇義 津患繁 kと設 、

の

T馬鳴こ掲げる事項を実施する予定の森林に■いて (1)に掲げる事項を実施することが不可能又は不適当になつたときは、

乙は、当該事項の一部又は全部を実施 しないことができる。

① 災害その他の原因により当該森林の全部又は―部が損壊 したとき

8 雪襲象席:猛未ム蔦講套埜禽隻認療雲雲羹泳篤尼農ζ亮るとき
(11)損害の賠償

B 盈伝姜詠紀膏写ヒ[菰奪菖霧訳曇占尼II埓甲卍禁嘉筵煤星tたと喜lirと急名藝甦稜髪握毒蒼兌綴憮吾
払うものとする。

(12)経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法

経営管理権の存統期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支71は生 じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。

(1き

岳隼要嘲 こっぃて、第二者に権利を移転若しくは設定する場合にはさ争旱禁達隼隻ほ疱象属寡賽杷比義懸士軍索晃雀じ推場合その他当該経営管理権②
毘舗 綴 熙 穏亀嫁鶴深痛 献 激こ域。

1

°8甲Υ期 理 線 を受
堪典
森林
長島選曇

は全
」
こ
壊BЙ選

そ錘 璽 諄甕 騨 :睦g墨遜乙巨ヨ唇iごニユ::②
乾屎鼻電暫塚既↑弦尾ギ醜軽 侮 盟 靱 翻 翻 gs琵黙 駅 g雪序を盤 ♀琶移銃亀曇浮た額の限無 当該経③
碧軽 藉 魔即 雛 騨 魏 蘇 簡 慾 麓 是管理受益梱こ基おき詢ち支払を却すたものとみな丸

(15)その他

この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協議 して定める。
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別添 1 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容 (C)

経 営 管 理 糖 に 基 づ い て 行 矛ぅ,1.ム 経 営 警 理 の 内容

る前に

く経営管理実施権が設定されない場合>
0'乙は、在子続期間中に間伐を 1回以上実施するものとする。なお、施業の実施にあたつては、渓畔林における不必要な伐採は
腔える等、生物多様性に配慮するものとする。
O 問伐の実施による木材の搬出及び販売は原則行わない。
O 火災、病虫害及び気象害の予防のため、年1回の森林の巡視を行 うものとし、当該巡視は林道等からの目視によつて判断できる
限りで行う。 ■

小班

25-6

′Jヽ理

林斑

1232

1232

林】L

婚

10029-1

10029-3

解

対 雪

所在

岩国市下字大谷

岩国市下字大谷

所在
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男」潮(2 木材の販売による収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において甲に支払われるべき金銭 (D)の額の算定方法

木材の販売による収益か ら に要する してな

がある において甲に支 るべき金銭 (D)の額の算定方法

利弯笛俣経霰弩策写術霰発辰雲憶上ぃては、実際に木材を販売して得られた収益の額とする。

き
等

星
gg雷

整そ毯髯ξヨ妻蜜鋒 :務瘤業生じた木材の販売による収益は乙のものとする。

さ
22累

曇蓄暮坦を行うために要した経多tは乙が負担するものとする。

(4

(1

に れ たさ算定りよ|こ算定方法)のる経費要す伐採等
る。

3
すとのも

上記が

るす

実費

担

(2

に添付
に必要な保険料

に係

輸fi宰番否窪暫馨釜癸尾堪否基嘉
場+1針 |こ

た|こ
が理実施権者経営管てし

る

と

すと

の合計
る〕

~
と

経営管理実施権者が経営管理実施権の

れた見積額さ

は 、

見積額
てヽ

間

とこつ V

で のま

経費
れた経費の

る販 売

経営管理実施権配分計画

木材の

し、

るけお

乙に提示くた

れ たさ

し

当にるけ

乙に提示

受

経費の算定方法)

間伐が実施
て

る

用

設定を

和Jる

当

る森林保険の保険料に
の

に要す
定す

る

定す

け

が算

受

伐採等
乙

乙が算

3
○

よる収益の額か
が算定した額を

金銭の額は、本材
保険の保険料等)

に

の他経営管理に要す

:こ

乙てし

販 売

と

の

方法)

き

算定
ペ

(森羽経費る

金銭の額の

に支払われる甲

べ きる

てヽ

われ

つ しに

支払甲

そ

利用間伐
ら利用問伐に係る経費及び木材の販売に係る

控除した額とする。

′lヽ班

′Jヽ班

30

25-6

林班

1232

1232

林数

地番

地番

10029-1

10029-3

所在

所在

岩国市下字大容

岩国市下字大谷

対象森林
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別添 3 甲にDを支払 うべき時期、相手方及び方法

(経営管理実施権が設定されない場合)

<時期>
○ 乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

く相手方及び方法>
O 乙から甲に対して金銭の支払は行わない。

(経営管理実施権が設定される場合)

<時期>               !       ｀

O 経営管理実施権者から甲に対するDの支払については、伐採後、木材の販売収入額が確定後速やかに行うものとする。

<相手方及び方法>
O 次の支払先に支払うものとすると

(支払先) 甲の指定する口座

7/7


